
公営事業会計

普通会計

特別会計（公営事業会計を除く）
・公債管理特別会計 等

公営企業会計

一般会計

対

象

外

会

計

実
質
収
支
（
赤
字
）
比
率

○収益事業
○公立大学附属病院事業
○地財法上の公営企業以外の事業かつ地公企法の非適用
事業
・法非適介護サービス事業 等

○国民健康保険事業、老人医療事業、介護保険事業、
農業共済事業、交通災害共済事業

フロー・ストック指標の対象範囲について

不

良

債

務

（
会
計
別
）

○地公企法の一部適用事業（§２②） ・病院事業

○地公企法の当然適用事業（§２①）
・水道事業、交通事業など７事業

○地財法上の公営企業（§６） かつ地公企法の非適用事業
・法非適用の下水道事業、簡易水道事業、観光施設事業、宅地造成事業

等

○地公企法の任意適用事業（§２③）

地方公営企業法

現行指標の対象範囲

一部事務組合等

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター

○公営事業以外の事業を実施 ・消防組合 ・環境組合 等

○公営事業を実施 ・病院組合 等

○公営事業型以外 ・公立大学法人 等

○公営事業型 ・病院 等

○土地開発公社
○地方道路公社
○地方住宅供給公社

指標の対象範囲（検討試案）

新

た

な

フ

ロ

ー

指

標

実

質

公

債

費

比

率

ス

ト

ッ

ク

指

標

（

仮

称

）
○民法法人
○商法法人

実
質
収
支
（
赤
字
）
比
率

会

計

別

指

標
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主要な指標について 

 

１．実質収支（赤字）比率 

 

実質収支（赤字）比率＝ 
実質収支（形式収支－翌年度に繰り越すべき財源） 

標準財政規模（標準税収入等＋普通交付税） 

 

実質収支とは、歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額（形式収支）から、

翌年度への繰越し財源（継続費の逓次繰越［執行残額］、繰越明許費繰越等に伴い翌年

度へ繰り越すべき財源）を差し引いたもの。実質収支赤字には、決算年度のみならず、

過去の赤字要素も含みうるが、当該団体は「収支均衡の原則」の下、できる限り速や

かに赤字を解消することが求められる。 

 

 

２．実質公債費比率 

 

実質公債費比率＝ 

  

 

地方債協議制度において、地方債の信用維持等のため、「元利償還費」が一定水準以上

となった地方公共団体は、地方債の発行に許可を要することとする等の早期是正措置を

講ずることとされている。実質公債費比率は、この「元利償還費」を測る水準として、

標準的一般財源の規模に対する実質的な公債費相当額の割合を測る指標として、従来の

起債制限比率に厳格化、透明化の観点から一定の見直しを行い、新たに導入したもの。 

 なお、主な見直しのポイントは以下のとおり。 

○ 公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出しの算入 

○ PFI や一部事務組合の公債費への負担金等の公債費類似経費を原則算入 

○ 満期一括償還方式の地方債に係る減債基金積立額の比率への反映ルールの統一 

○ 満期一括償還方式の地方債に係る減債基金積立不足額の比率への反映 

 

標準財政規模 

（標準税収入等＋普通交付税）

基準財政需要額に算入

された元利償還金等 
－

元利償還金 

（繰上償還等を除く）
準元利償還金 特定財源 

基準財政需要額に算入

された元利償還金等
＋ － ＋



 

３．ストック指標の検討例 

（「地方公共団体の財政分析等に関する調査研究会」（平成17年 3月）） 

 

＜財政規模に対する将来負担の大きさを表す指標＞ 

①将来負担比率   ＝ 
将来負担額 － 充当可能資産額 

標準財政規模 

 

＜財政余力に対する将来負担の大きさを表す指標＞ 

②将来負担返済年数 ＝ 

将来負担額 － 充当可能資産額 

（経常一般財源等 － （経常経費充当一般財源 － 公債費元金部

分のうち経常一般財源充当部分）） 

 

＜財政余力に対する将来負担の年度当たり返済見込額の大きさを表す指標＞ 

③単年度財政余力比率＝ 

（将来負担額 － 充当可能資産額）÷平均残存年数 

（経常一般財源等 － （経常経費充当一般財源 － 公債費元金部

分のうち経常一般財源充当部分）） 

 ②③の経常一般財源等＝経常一般財源＋減税補てん債＋臨時財政対策債 

 



新しい地方財政再生制度研究会の経緯について

Ｈ１８．１２．８

１．発足の経緯

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６ （平成１８年７月７日閣議決定）に」

おいて「再建法制等も適切に見直す」とされており、地方分権２１世紀ビジョン懇談会報告

書（平成１８年７月３日）で提示したいわゆる「再生型破綻法制度」の考え方を踏まえ、新

しい再生制度の法制化に向けた具体的な枠組みを検討するため、平成１８年８月３１日に標

記研究会を発足した。

２．日程・主な検討内容

第１回 ８月３１日（木） ・現行制度の現状と課題 ・今後の議論の進め方

第２回 ９月１２日（火） ・早期是正段階と再生段階のイメージ ・指標の考え方

第３回 ９月１５日（金） ・早期是正と再生のスキーム ・ 方向性の提示 （骨子）「 」

第４回 ９月２５日（月） ・ 方向性の提示」の取りまとめ「

「新しい地方財政再生制度に向けて（方向性の提示 」の取りまとめ、公表）

第５回 １０月２３日 月 ・早期是正段階と再生段階の具体化に向けた論点（ ）

第６回 １０月２７日 金 ・指標の捉える範囲 ・健全化、再生計画の実効性の確保（ ）

第７回 １１月１３日 月 ・債務調整に関する有識者ヒアリング①（ ）

第８回 １１月１７日 金 ・債務調整に関する有識者ヒアリング②（ ）

第９回 １１月２２日 水 ・指標の捉え方 ・債務調整を制度化する場合の課題等（ ）

第１０回 １１月２７日 月 ・公営企業の経営健全化 ・早期是正と再生の基準、目標（ ）

第１１回 １２月 ８日 金 ・ 新しい地方財政再生制度の整備について」の取りまとめ（ ） 「

「新しい地方財政再生制度の整備について」の取りまとめ、公表
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新しい地方財政再生制度研究会 委員名簿

（五十音順・敬称略）

○ 赤羽 貴 アンダーソン・毛利・友常法律事務所
あ か は ね たかし

パートナー弁護士

○ 小早川 光郎 東京大学大学院法学政治学研究科教授
こ ば や か わ み つ お

○ 白川 一郎 追手門学院大学経済学部教授
し ら か わ い ち ろ う

○ 宮脇 淳 北海道大学公共政策大学院院長 （座長）
み や わ き あつし

○ 森田 朗 東京大学公共政策大学院院長
も り た あきら
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